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１．東北大学の現状 
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研究第一 門戸開放 実学尊重 

３つの建学の精神（１９０７年） 

□ 「ワールドクラスへの飛翔」 

 ⇒ 「大型共同研究の実施」、 
  「拠点の整備」、 
  「新規産業の牽引」 
 

□ 「東北復興・日本新生の先導」 

 ⇒ 「地方創生への貢献 
 （立地促進や起業につながる産学連携）」 2 

 「ワールドクラスへの飛翔」 
 「東北復興・日本新生の先導」 

里見ビジョン（２０１３） 

産学連携のポイント 

本多光太郎「産業は学問の道場」 
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平成25年度東北大学収入・支出予算 
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（単位：百万円） 

外部資金受入額の推移 
（平成16年度～平成25年度） 

注：前頁と上記グラフには、受入決定ベースとキャッシュベースの違いや、対象とする要素の違いなどから
誤差が生じています。 
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共同研究及び特許権実施等収入ランキング 
－文部科学省産学連携等実施状況調査（平成25年度実績）より－ 



平成27年度知財功労賞（経済産業大臣表彰）を受賞 

・東北大学は、平成27年度知財功労賞・経済産業大臣表彰（知的財産権制度活用 優良企業等）を、経
済産業省・特許庁から受賞。 
・この賞は、我が国の知的財産権制度の発展等に貢献した個人及び企業等を対象として、1987年から
特許庁が表彰しているもの。 

受賞のポイント  
■大学における国内特許出願件数、出願公開件数、特許登録件数は、東北大学が１位（2013年度）。 
   企業からの共同研究や国等からの受託研究事業の獲得のために、知的財産や秘密情報を適切に管理。 
■「里見ビジョン」、「産学官連携ポリシー」、「知的財産ポリシー」の方針のもと、「組織的連携」、「技術相談」、「学術指導」、 
  web掲載や冊子による「シーズ紹介」、産学連携促進イベントの主催など、産学連携を通じた社会貢献と、東北地域の活性化を促進。 
  震災復興支援・高齢化社会対策では、蓄積した知財の活用により、非破壊放射能測定システム、呼吸抵抗測定装置、足漕ぎ車椅子 
  などの製品化・販売に大きく貢献。 
■東北大学発の新たな大学知財の管理活用方法「パテント・バスケット」を実施。研究成果のうち基盤技術は大学が費用負担し、 
   参画企業が自由に実施できる仕組み。大学が「パテント・バスケット」を一括管理することで、基盤技術の共有化を進め、応用技術に 
   ついては参画企業が効率的に出願することにより、大学、参画企業、共に大きなメリットがある。今後も改良を行いながら、研究開発拠点 
   において横展開を図っていく。 

足漕ぎ車椅子 
半田康延名誉教授らの成果を
(株)TESSにライセンス、大ヒット
商品へ発展 
 

総合呼吸抵抗測装置  
「MostGraph-01」 
黒澤一教授とチェスト(株)との 
共同研究開発の成果、 
同社の主力事業へ成長 

連続個別非破壊放射能測定システム 
石巻魚市場や関連企業の協力の下、石
井慶造教授らが開発、(株)千葉鉄工所か
らシステムとして販売 
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外部資金の現状 
• 全体収支の中に占める外部資金の比率は ３０％程度 

• 多くが文科省の科研費やプロジェクト（国からの資金が
大半） 

• 部局横断型の組織的取組（COIタイプの大型プロジェク
ト）が少なかった。 

• インダストリーオンキャンパスのような共同研究講座・部
門の取り組みの開始の遅れ 

 （平成25年度開始、平成27年4月末で計9件） 

⇒組織的に産学連携について最大限ポテンシャルを活か
しているとは言い難い。 

産学連携活動の「見える化」、「ハイレベル化」を目指すこと
が必要。 
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（補足）産学連携における産業界の見方
（COCN様ご提言内容より） 

例えば大学からは「日本の企業が海外の大学等と共同研究する金額
規模が日本に比べて大変大きい。…もっと国内の大学等とも連携すべ
き。」という指摘があるが産業界の意識からすればこの状況は当然で
あると言える。 

企業が共同研究に投じる資金は投資でありリスクはとりつつもリターン
を期待している。 

一般的に大型の共同研究を行う海外の大学は、企業の求める研究開
発テーマを分析し、組織としてプロジェクトを企画して、必要に応じてス
タッフを雇用するなど大学側もリスクをとり、成果もコミットする形で提案
してくるのに対し、国内大学との共同研究では研究者個人が取り組み
たい研究に援助する形が多く、結果としてこのような研究費の規模の
差が生じている。 
 

⇒ご指摘を真摯に受け止め改善を図ることが目指すべき方向性と認
識。 

8 
第５期科学技術基本計画の策定に対する提言（本文） 
2015.3.5 産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ） p35より抜粋 



２．東北大学における産学連携改善
の動き 

（１）NICHe、CIES、MaSCなど自立型の共同研究
組織 

（２）CRIETOなど、学内横断的な拠点・調整機能 

（３）出資事業（官民イノベーションプログラム）に
より事業化体制の整備に意識 

（４）産学連携機構、社会にインパクトある研究の
推進（研究連携の強化）など、オープンイノベー
ション向上に向けたアクション 
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技術移転機関の整備：TLO 法 

兼業規制緩和、特許料等の軽減 等 

日本版バイ･ドール条項 

産学連携に係る学内環境整備 

法律制定等 

大学等技術移転促進法 

産業活力再生特別措置法 

産業技術力強化法 

1998 

1999 

2000 

2003 

東北大学 

未来科学技術共同研究センター 

株式会社東北テクノアーチ:TLO 

2012 

産学連携推進本部  2004 

研究推進・知的財産本部 

2006 
国立大学法人化 

大学連携型起業家育成施設：T-Biz 

 NICHe 研究本館 

発
展 

2013 
企業単位規制緩和、大学ベンチャー投資 等 

産業競争力強化法施行 (2014.1.20) 

労働契約法の特例 等 

改正研究開発力強化法施行 (2014.4.1) 

2015 

臨床研究推進センター  

国際集積ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究開発ｾﾝﾀｰ  

産学連携機構  
10 

2014 

産学連携先端材料研究開発ｾﾝﾀｰ  

東北大学ベンチャーパートナーズ㈱ 

2010 

試作「コインランドリ」  



ハッチェリー・スクエア

本 館

未来情報産業研究館

未来産業技術共同研究館

わ が 国 産業の

国 際 競 争力の強化

大 学 発ベンチャー、地域への企業誘致
NICHe

東北大学の先端的 

学術研究成果の集積 

新産業分野の創出 

明確なミッションの付与と 
着実な成果の創出を維持 
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・ 1998年設置、共同研究センターの自立モデルとして実績。 

・ ミッション：国際標準を目指した産学連携システムのモデル作り 
 

未来科学技術共同研究センター
（NICHe） 

（未来科学技術共同研究センター資料より一部改変） 



NICHe ミッション達成のための環境整備 

大規模な産学プロジェクトの優遇（権利） 

 研究専念（教育、管理運営からの解放） 

 専用研究スペース 

 柔軟な教職員人事制度 

 関連事務サービスの提供 

活動の条件（義務）     -  

 資金の自己調達 

 有期限（３～５年） 

 優れた実績と成果（学内審査、外部評価） 

権利と義務を明確化 

コンプライアンスの徹底： 
資金、利益相反、安全保障  

セキュリティ重視： 
ルールの設定と建物の改造 

• 1998年発足（7プロジェクト） 

• 専用研究本館完成（4,600㎡、2000年） 

• 未来情報産業研究館完成（6,400㎡、02年）  

• ハッチェリースクエア完成（1,000㎡、 02年） 

• 中小機構起業家育成施設T-biz（2500㎡、07年）＊ 

• 未来産業技術共同研究館（3,500㎡、 10年） 

•  みやぎ復興パーク設置（39,000㎡、 11年）＊ 

•  現在 （20プロジェクト)   ＊外部施設の設立 

• 専用研究スペース：  15，500㎡ ＋ α 
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（未来科学技術共同研究センター資料より一部改変） 
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（未来科学技術共同研究センター作成） 



東北大学「試作コインランドリ」事業 
 

・ 2010年設置。MEMSや半導体を研究開発するための装置を企業に開放、大学に蓄積
されたノウハウを活用して企業の開発支援を実施。 
・MEMSの場合、多種多様な材料、加工プロセスを取捨選択する必要があり幅広い知 

識やノウハウが必要とされる。また、専門的な加工装置や高価な装置、クリーンルーム
が必要となることから、中小企業等には装置維持のリスクが大きい。 
・ 以上を踏まえ、大学内において装置を開放し、企業の実用化実証機会を提供。 

・受託加工は行わず、ユーザが直接装置を操作して施策を進める仕組みで、技術の伝
達・人材育成にも貢献。 
（2013年、産学官連携功労者表彰経産大臣賞） 

試作コインランドリ事業 

試作コインランドリ 

企業 試作品 

idea 

14 （東北大学戸津健太郎准教授作成） 



東北大学病院臨床研究推進センター 
（CRIETO） 

• 先進医工学研究機構（2003年）の活動を起源。2012
年に現行センターに改組。 

• 基礎から臨床に至る橋渡し研究（トランスレーショナ
ル・リサーチ）を促進。メディカルサイエンス関連研究
について学内とりまとめ。 

• 企業を受け入れ、現場の医療ニーズを掘り起こし。 
 （参考:スタンフォード大バイオデザインプログラム） 
• 開発支援シーズが2013年3月47件⇒2015年5月174件

へと飛躍的増大。 

• 文科省橋渡し研究加速ネットワークプログラム採択率
も 新規シーズＣ（採択1件/申請3件）、新規シーズＢ
（採択5件・申請11件）と大幅増。 
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